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１ 大阪府の特徴、現状と課題

(1) 地勢と構想区域

(2) 医療提供体制

(3) 地域医療構想調整会議

3



面積：約1,905㎢

人口：約880万人

１ (1) 地勢と構想区域 ① 地勢

大阪府は、コンパクトなエリアに人口が集中した、
府域全体が高密度で、多機能なネットワーク都市

◆都市機能

• 都心だけではなく、主要な鉄道駅周辺や幹線道路沿道に
は、地域医療支援病院や大規模商業施設、地域特性を
持つ多様な歴史・文化資源等が立地し、これらの多様な
都市機能が鉄道・幹線道路等によりネットワークされた都市
を形成している。

※ 「大阪府における都市計画のあり方（答申）」

（平成28年2月）大阪府都市計画審議会（抄）

●駅勢図（駅から半径１㎞）

◆土地利用・市街地

• 大阪府域のほぼ全域が都市計画区域に指定（99%）されてお
り、都心から放射状に延びる鉄道沿線等に市街地が連担しており、
府域を超えて一体的な都市を形成している。

• また、都心から概ね 40km 圏というコンパクトなエリアに人口が集中
し、市街化区域のほぼ全域が人口集中地区（96%）となってい
る。

• さらに、鉄道駅から半径1km圏に人口の7割以上が集まっており、
高密度な都市を形成している。
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１ (1) 地勢と構想区域 ② 構想区域

豊能

三島

北河内

中河内

南河内

泉州

堺市

大阪市

構想区域
人口
（人）

面積
（km2）

人口密度
（人/km2）

一般
病院数*1

豊能 1,041,743 276 3,780 43

三島 747,084 213 3,500 33

北河内 1,158,727 177 6,534 57

中河内 839,315 129 6,515 34

南河内 609,014 290 2,100 34

堺市 837,603 150 5,591 40

泉州 902,293 445 2,028 63

大阪市*2 2,702,033 225 11,998 179

大阪府における構想区域は、８つの二次医療圏により設定

＊1 一般病院数合計 483 （精神病院40は含まない） 医療施設動態調査（平成28年）
＊2 「大阪市」については、４つの基本医療圏をもつ。
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大阪府は、全国と比較して民間病院の割合が高い

◆府内の開設者別にみた病院の構成割合は、民間病院が約９割を占め、全国より約１割高い。

89.5％

81.1％

●開設者別にみた病院の構成割合（平成28年） 出典：医療施設動態調査

◆医療機能の分化・連携を進めるためには、公民一体で取り組むことが鍵。

大阪府

全国

国公立・公的・社保５５、民間４７６ 計５２３（精神病院40含む）

１ (2) 医療提供体制 ①病院
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将来の基準病床数と病床数の必要量の乖離が埋まらず、
両者の関係について整理が必要

◆第７次大阪府医療計画策定にあたり、「将来の推計人口」を用いたシミュレーションを実施。

◆シミュレーションによる2025年の基準病床数推計値（約7万4千床）と、地域医療構想推計の

病床数の必要量（約10万床）との間に大きな乖離。

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

基準病床数

（第６次）

既存病床数

（2017年6月30日）

基準病床数

（第７次）

基準病床数推計

（2025年）

病床数の必要量

（2025年）

（床）

●病床数の関係

「既存病床数」 ＜ 「病床数の必要量」

「既存病床数」 ＞ 「基準病床数推計値」

大
き
な
乖
離

１ (2) 医療提供体制 ②病床数
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病棟単位での報告である「病床機能報告」では、サブアキュート、
ポストアキュートの多くは、急性期病棟の中に埋もれている

病床数の必要量 病床機能報告

高度急性期

急性期

回復期

慢性期

患者像イメージ

サブアキュート
肺炎や軽度の外傷など比較

的軽症な症状を持つ
患者の受入

ポストアキュート
急性期後の在宅復帰に

向けた患者の受入

リハビリテーション

長期療養

高度急性期

急性期

回復期

慢性期

（重症）急性期

重篤患者や全身麻酔による手術等を
要する患者の受入

サブアキュート
肺炎や軽度の外傷など比
較的軽症な症状を持つ

患者の受入

ポストアキュート
急性期後の在宅復帰に

向けた患者の受入

１ (2) 医療提供体制 ③病床機能
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既存の地域医療構想調整会議を中心とした検討では、
とりわけ病床機能分化・連携の推進に限界がある

◆懇話会・部会を含む地域医療構想調整会議に参加している病院は限られている。

◆調整会議のみでは、医療機関間での情報格差や情報共有不足が生じ、相互補完による機能分

化・連携の議論に進展しない。

参加病院は、大阪府全体で約10％

●都道府県別一般病院数（平成27年）
※（）内は二次医療圏数

東京都 598 （13）
北海道 497（21）
大阪府 491（8）
福岡県 401（13）
兵庫県 321（10）

：
秋田県 54（8）
山梨県 52（4）
滋賀県 50（7）
島根県 43（7）
鳥取県 40（3）

参加
病院

●平成29年度地域医療構想調整会議参加病院の割合
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１ (3) 地域医療構想調整会議



２ 構想の推進

10

(1) 大阪アプローチ

(2) 診療実態分析

(3) スケジュール



地域医療構想の具体化に向けた検討を進めるため、
府の実情を踏まえつつ、今後を見据えて戦略的に制度設計

◆「公的医療機関等2025プラン」作成（平成29年8月4日厚労省通知）を契機に検討

構想区域の現状と課題
（医療計画との整合性）

●医療機関がそれぞれに考える内容では議論の土台にならない。
第７次大阪府医療計画の策定過程で、構想区域の現状と課題を整理するこ

とから、これを共通認識とする（①）。

記載方法・内容

●「自由記載（open question）」中心の国フォーマットでは、後の協議につな
げにくい。

地域医療構想調整会議等での協議に必要なデータのとりまとめに適したスタイ
ル・内容とする（②）。

対象範囲と検討体制

●病院全体の約9％、病床数全体の約20％の公的医療機関等を先行して調
整会議で議論する意義を説明できない。

構想区域のすべての医療機関が参画し、地域の現状・課題を踏まえた協議を
行い、各院の自主的な取組を促すのが基本（③、④）。

①医療計画のとりまとめ ②大阪府オリジナルフォーマットの作成

③公・民すべての病院対象の調査 ④実質的な協議の場

※大阪府医師会、大阪府病院協会、大阪府私立病院協会等関係団体と協議（平成29年9月～12月）

２ (1) 大阪アプローチ ① 成りたち
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大阪府として、スケジュールを含め、
現実的で納得性の高い構想推進の枠組みづくり

H29.10月 11月 12月 H30.1月 2月 3月 4月以降

医
療
機
関

二
次
医
療
圏

大
阪
府

公的プラン策定準備

（公
的
）策
定
依
頼

（公
立
・民
間
）調
査
依
頼

圏域編素案策定

策定・回答作業 プ
ラ
ン
策
定
・

調
査
回
答

提
出

確認→圏域単位でとりまとめ

提
出

必
要
に
応
じ

公立病院データとりまとめ

民間病院データとりまとめ

【新】

病院連絡会

提
供

プ
ラ
ン
等
修
正

参
加

オリジナルフォーマット等の整理
・クローズドクエスチョン中心
・時点の明示・統一 等

デ
ー
タ
ア
ッ
プ
デ
ー
ト

（全機関）

承認

各圏域の「現状と課題」をとり
まとめ

報告

保健医療協議会
（地域医療調整会議）

保健医療協議会
（地域医療調整会議）

大阪府医療計画

◆公的、公立、その他全病床機能報告対象病院（民間）に対し、同内容の調査を実施

２ (1) 大阪アプローチ ② 段取り

①

②

③

④
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27.9%

25.2% 26.2% 26.9%

22.9%

27.4%

8.0% 8.9% 9.0%
30.9%

32.5%

47.9% 46.7% 46.4%

34.5%

12.2% 12.7% 12.5% 13.4% 11.6%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2013 2014 2015 2016 2025

▶2025年の病床数の必要量は、「病床機能区分別の割合」を
今後の病床機能分化・連携を進めていく際の目安として活用

▶具体的な病床機能の確保は、病床の実態を明らかにした上で、
「既存病床数」・「基準病床数」の中で検討

●病床機能報告と病床数の必要量の病床機能区分ごとの比較（割合）

STEP 1

「急性期」で報告している病棟での
診療実態を病床単位を基本に分析

STEP 2･3

・分析結果を踏まえ、回復期機能を
提供する病床数を精査
・2025年の病床数の必要量の回復
期割合（約3割）とのギャップを確認
し、その差を埋めていく方策等を検討

病床機能報告
病床数の
必要量

高度急性期

慢性期

急性期

回復期

２ (1) 大阪アプローチ ③ 病床数の関係整理
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大阪府における医療実態を可視化し、
すべての関係医療機関の参画による協議を行い、

高い納得性のもと医療機関の自主的な取組みをサポート

すべての関係医療機関参画による分析・協議
2025年の

あるべき姿

診療報酬改定の状況や診療実態の詳細な分析を踏まえ、
将来のあるべき姿に対しての「地域の課題」について、
公・民分け隔てなく関係者間で認識の共有を図る

病床機能報告制度と、
構想の病床４機能区分の
定義が必ずしも一致しないため、
将来必要となる病床の検討にあたり、
診療実態を分析・徹底した見える化

構想区域における
「将来のあるべき姿」をとりまとめ

「あるべき姿」の実現に向け
達成度を測定する指標の設定

●指標（例）

「病床機能」×「診療機能」
・「回復期」（サブアキュート・ポストアキュート機能）を持つ病床機能等
・地域で必要となる診療機能（５疾病４事業）

（平成30年 春～夏）

（平成30年 夏～秋）

（平成30年 秋～冬）

・回復期機能を担う病床の割合・数
・患者の受療状況（流入・流出率）
・病床稼働率

次年度以降、進捗状況を把握
（モニタリング）

２ (1) 大阪アプローチ ④ 基本スキーム
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○地区医師会 〇地区歯科医師会
〇地区薬剤師会
〇大阪府医師会 ○大阪府病院協会
○大阪府私立病院協会
○大阪府公立病院協議会
〇大阪府看護協会
○医療保険者

など

地域医療構想調整会議（＝保健医療協議会）
地区医師会、地区歯科医師会、地区薬剤師会、大阪府医師会、大阪府歯科医師会、大阪府薬剤師会、

大阪府病院協会、大阪府私立病院協会、大阪府公立病院協議会、大阪精神科病院協会、大阪府看護協会、
大阪府訪問看護ステーション協会、医療保険者、市町村、社会福祉協議会 など

医療・病床懇話会（部会）

報告

○ すべての病床機能報告対象病院

（オブザーバー）
・ 大阪府医師会
・ 地区医師会
・ 大阪府病院協会
・ 大阪府私立病院協会

○地区医師会 ○地区歯科医師会

○地区薬剤師会 ○大阪府看護協会
○大阪府訪問看護ステーション協会
○大阪府精神科病院協会
○地区社会福祉協議会
〇市町村 〇地区医療関係者

など

報告

在宅医療懇話会（部会）

病院連絡会

報告

（
必
要
に
応
じ
て
）

報
告

②
新
設

①
統
合
再
編

① 医療計画全体を扱う「医療

懇話会（部会）」と「病床機

能懇話会（部会）」を統合

再編し、「医療・病床懇話会

（部会）」を新たに設置。地

域医療構想と医療計画を一

体的に推進。

② 全病床機能報告対象病院

を対象とした「病院連絡会」を

新たに設置。構想区域のある

べき姿のとりまとめに向け意見

交換・協議。

※ 会議の運営は、構想区域

（二次医療圏）を基本とし

つつも、保健所単位での開

催や病院の規模・特性ごとの

開催など、地域の実情に応

じて柔軟に対応。

各構想区域での実質的な協議の確保に向け、
地域医療構想調整会議を中心に協議に適した体制を整備

●平成30年度からの協議スキーム

２ (1) 大阪アプローチ ⑤ 協議スキーム
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※ データ化に適したクローズドクエスチョン方式

4　今後の方針

１高
度先
端医
療を
提供
する
機能

２地
域で
基幹
とな
る医
療を
提供
する
機能

３急性
期医療
（主に
全身麻
酔を伴
う手術
や

ICU・
HCU
等の集
中治療
が必要
な患者
を受け
入れる
機能）

４急性
期医療
【サブ
ア

キュー
ト】
（肺炎
や軽度
の外傷
など比
較的軽
症な疾
患を持
つ患者
を受け
入れる
機能）

５回復
期医療
【ポス
トア
キュー
ト】
（急性
期後の
在宅復
帰に向
けた患
者を受
け入れ
る機
能）

６回復
期医療
（リハ
ビリ
テー
ション
医療を
提供す
る機
能）

７慢
性期
医療
（長
期療
養を
支え
る機
能）

８訪
問診
療・
訪問
看護

Ａ市 1 公立 A公立病院 1 1 2 3 4
B市 1 公立 B公立病院 1 1
C市 1 公立 C公立病院 2 1 1 2
B市 2 公的 D公的病院 1 1 2
B市 3 民間等 E病院 1 2
B市 3 民間等 F病院 1 2 3
B市 3 民間等 G病院 3 2 1 4
B市 3 民間等 H病院 2 1 1 2 1
B市 3 民間等 I病院 1 2
B市 3 民間等 J病院 1 2
B市 3 民間等 K病院 1
B市 3 民間等 L病院 1 6 2 3 4 5 5
B市 3 民間等 M病院 1 2 3
B市 3 民間等 N病院 2 1 3 4

区分

1公立

2公的

３民間等

市町
村

医療機関名

３－１．地域において今後担うべき役割【病床機能】
優先順位順

公立・公的に
望まれている機能

病床数の必要量で
想定される回復期機能

①
調査

③
見える化

②
集計

２ (1) 大阪アプローチ ⑥ 参考：協議に向けた資料整理



◆病床機能報告【報告様式②】（具体的な医療の内容に関する項目）を活用
◆入院基本料単位で治療実施毎に分析
◆治療実績が多く、看護配置が少なくなるに伴い、件数が大幅に減少しているデータをもとに仕分け

算定式：病棟単位の月あたりの件数÷30日×（50床÷許可病床数）

手術総数算定回数

「１」以上

呼吸心拍監視
（3時間超7日以内）

「2」以上

or or or
化学療法算定日数

「１」以上

救急医療加算管理

レセプト件数

「１」以上

上記要件を満たすものを、便宜上、「（重症）急性期」に分類

それ以外を「地域急性期（サブアキュート、ポストアキュート）」

※ 分類結果による仕分けと「病床機能報告」はリンクしない 17

病床機能報告の診療実態を分析し、
急性期報告病棟における病床機能を仕分け

２ (2) 診療実態分析 ① 仕分けルール



◆ 診療実態分析結果

将来の回復期機能の確保に向けて、府域全体で10％程度の機能転換が必要（推計値）

構想区域ごとに分析し、地域の特性に応じた方向性を協議

11.6%

14.9%

34.5%

32.2% 11.3%

30.9%

10.1%

22.9%

28.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2017年度
病床機能報告

2025年
病床数の必要量

高度急性期 慢性期急性期 回復期

高度急性期 慢性期（重症）急性期 回復期地域急性期

「急性期」報告病棟

※ 慢性期（療養）病床の介護医療院等への転換の動向を見極めながら、検討を進めることが必要

【参考】 第7次大阪府医療計画90頁
診療実態を分析の上、病床数の必要量における「病床機能区分別の割合」を病床転換・病床整備を検討する際の目安として活用します。

ギャップ ▲9.4％

地域急性期 11.3％
（サブアキュート・ポストアキュート）

＋回復期（リハビリ） 10.1％
計 21.5％*

回復期 30.9％
（サブアキュート・ポストアキュート・リハビリ）

* 四捨五入により合計が合わない

18

現状と将来必要となる病床機能のギャップをより精緻に推計し、
協議の発射台とする

２ (2) 診療実態分析 ② 協議の発射台



●主な協議事項
①2025年に各病院が検討している医療機能
②2025年に各病院が検討している病床機能
③非稼働病床への対応

今年度中に
すべての構想区域で
「将来のあるべき姿」
（指標）をとりまとめ

19

ステージ感を意識しながら、機動性と実質確保の観点から、
最適なユニット（会議）で協議

11月～12月11月8月～9月7月～8月 12月

圏域内の医療関係者
等を中心に、圏域の
現状と課題等につい
て分析した内容・デー
タを共有

医療・病床

懇話会（部会）

圏域内の全病院の参
加により、データに基
づく、現状と課題等を
把握・共有

病院連絡会

現状と課題等を踏ま
えた圏域の「将来のあ
るべき姿」（目標指標）
について協議

病院連絡会

病院連絡会の協議を
踏まえ、圏域の「将来
のあるべき姿」（目標
指標）について協議

医療・病床
懇話会（部会） 病院連絡会、懇話会

（部会）での協議を踏
まえ、圏域の「将来の
あるべき姿」（目標指
標）のとりまとめ

地域医療構想
調整会議

（保健医療協議会）

STEP 1

STEP 2

STEP 3

6月22日

・今年度の取組方針
の確認・共有

・厚生労働省、医療法
人協会代表による
講演・研修

・本ミーティング後、関
係者説明等開始

地域医療構想
調整会議キック
オフミーティング

構想区域内の全病院のデータを共有し、相互補完関係（分化・連携）構築に向け協議

２ (3) スケジュール



ポイント１ 公民イコールフッティング

構想区域の現状と課題を共有し、将来のあるべき姿を協議

② 病院連絡会
病院関係者の参加率が低い（府域全体で10％程度）の地域
医療構想調整会議を実質的に補完する、すべての病床機能報
告対象病院の参画による協議の場

① 病院の将来プランについての調査
「公的医療機関等2025プラン」を契機に、公立病院、民間病
院について同じ内容の調査を実施
構想区域で協議することを前提に、病院からの回答内容が比
較検討等に資するよう、自由記載ではなく、データ化に適したク
ローズドクエスチョン方式（大阪独自様式）を採用

民間病院割合が高い大阪府にあっては、公民一体と
なった協議が必須

第７次大阪府医療計画に記載し、基本的方向性を確認

関係者の理解・協力のもと、今年度、精力的に協議

「大阪の、大阪による、大阪のための構想推進」をめざす取組み

ポイント２ 診療実態分析（病床機能報告の定量的分析）

診療実態分析により、「急性期」報告病棟の実像を明らかに

将来像 現状ギャップを埋める

定義の違いの中に活路を見出す
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３ まとめ （大阪アプローチのポイント）


